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海外に展開する地域金融機関

2017.10　国際開発ジャーナル 5IDJ　October 20174

地方経済の縮小傾向に伴い、加速する地方企業の海外展開。これらの企業を取引先に持つ地域金融機関
も、流れを共にし、海外との結び付きを強化している。収入強化が大きな課題となっている中、従来の金融機
関としての業務のみならず、民間企業と行政をつなぐ、地域活性化の重要アクターとして存在感を増す地域
金融機関の特徴的な動きを紹介する。

取引先企業などの海外志向の広がりを受
け、海外ネットワークの強化に力を入れてい
る。自社の海外拠点としては、2005年に中
国・上海に駐在員事務所を設置。昨年５月
にはシンガポールに駐在員事務所を新たに
構え、東南アジア地域全体をカバーする体
制を整えた。また、東南アジアやメキシコな
どを中心に、10以上の現地金融機関など
と提携。現地での融資や預金口座の開設、
専門家紹介や現地情報提供などの支援を
行う。今年７月にはミャンマーの民間商業銀
行大手、コーポラティブ銀行と業務提携の
覚書を締結。将来の市場の成長を見据え
た動きを加速させている。

七十七銀行

出典：各銀行のホームページ、プレスリリースなどを基に本誌作成

昨年９月、初めての海外駐在員事務所を台湾・台北に開設。海外展開支
援の自社機能強化に本格的に乗り出した。海外ネットワークは、他の地方
銀行と同様、現地法人を持つ民間会社や現地銀行との提携で補完。他
方、香港貿易発展局やインドネシア投資調整庁など、海外の政府機関と
積極的に業務提携を結んでいることが特徴だ。行政とも広く連携し「オー
ル秋田」での海外展開支援を行っている。

秋田銀行

1973年に、地方銀行として初めて韓国・釜山に
拠点を開設。地方金融機関の海外展開のパイオ
ニアとして知られる。韓国・中国に近い地理的特
性を生かし、朝鮮半島と中国の間にある黄海を中
心に、周囲を一つの経済圏と見立てた「環黄海
経済圏」と、香港に特化した海外展開支援を強み
とする。現在、釜山、青島、大連に３支店、香港に
現地事務所を構え、海外進出や貿易取引などの
支援を実施。東南アジア地域への進出ニーズに
も対応するため、現地事務所を持つ国内地銀や
海外の銀行との連携も強化している。

七十七銀行が業務提携の覚書を締結したミャンマーのコーポラティブ銀行

東・東南アジア地域に強固な現地ネットワークを構築し、企
業の海外進出や貿易取引などを支援している。中国・上海、
タイ・バンコク、ベトナム・ホーチミンに加え、今年に入り、地
方銀行としては初めてフィリピン・メトロマニラに駐在員事務
所を開設。ベトナム・ハノイには法人設立や投資相談などを
行うコンサルティング会社の現地法人を立ち上げるなど体
制を充実させた。さらに、業務提携している損害保険ジャパ
ン日本興亜（株）の海外12拠点、三井住友海上火災保険
（株）の海外４拠点も活用し、きめ細やかな支援を展開する。

大垣共立銀行

山口銀行

国際協力機構（JICA）と連携の覚書を締結した地域金融機関  
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八十二銀行（長野県）
滋賀銀行（滋賀県）
四国銀行（高知県）
尼崎信用金庫（兵庫県）
京都中央信用金庫（京都府）
京都信用金庫（京都府）
岩手銀行（岩手県）
名古屋銀行（愛知県）
岐阜信用金庫（岐阜県）
常陽銀行（茨城県）
南都銀行（奈良県）
第四銀行（新潟県）
群馬銀行（群馬県）
東和銀行（群馬県）
愛媛銀行（愛媛県）
伊予銀行（愛媛県）
百十四銀行（香川県）
第三銀行（三重県）
鳥取銀行（鳥取県）
沖縄振興開発金融公庫（沖縄県）
七十七銀行（宮城県）
十六銀行（岐阜県）
中京銀行（愛知県）
大分銀行（大分県）
北國銀行（石川県）
静岡銀行（静岡県）
青森銀行（青森県）
千葉銀行（千葉県）
帯広信用金庫（北海道）
山形銀行（山形県）
荘内銀行（山形県）
北都銀行（秋田県）
秋田銀行（秋田県）
山梨中央銀行（山梨県）
磐田信用金庫（静岡県）
清水銀行（静岡県）
阿波銀行（徳島県）

締結日 金融機関
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新しい連携の動き

　最近、ODA（円借款）を活用し
た政府の「経済協力インフラ輸出
戦略」に新しい動向が見え始めた。
そこで、本号ではそうした動きに
焦点を当ててみたい。それはイン
フラ輸出、またODAの新たな進
化を意味しているかもしれない。
　7月18日付け読売新聞（夕刊）
は、「日本式ゴミ収集海外へ―政
府の途上国支援―ゴミ分別、リサ
イクル、法体系確立支援」と報道
した。それによると、政府は環境
分野のインフラ輸出の強化に乗り
出して、ゴミ問題に悩む開発途上
国に対し、日本式のゴミ収集、処
理システムの導入を支援する方針
を打ち出しているという。
　さらに報道では、政府は環境面
での国際貢献（国際協力）と環境
に関する日本企業の海外進出とい
う“一挙両得”を狙ったものだと
述べている。ゴミの収集、処理、
さらにゴミの選別、再生というゴ
ミの有効活用は、包括的な環境関
連プログラムでもある。これを一

つの国際協力のシステムとして考
えれば、そのニーズ（需要、要
請）は開発途上国だけでなく、新
たな発展段階に差しかかっている
中進国にも多いとみられている。
　法律、制度設計を伴うインフラ
開発は、今後ゴミ処理協力にとど
まらず、郵便、農業協同組合、都
市開発、物流サービス、介護、教
育などへ大きく広がっていく可能
性が高い。たとえば報道によると、
すでに郵便分野では、民間の三井
住友銀行と日立製作所が、ベトナ
ム国営企業であるベトナム郵便会
社の提供する金融サービスの電子
化を支援するという。
　また、国際協力機構（JICA）
の「カンボジア車両登録・車検制
度の行政制度改革プロジェクト」
を、NTTデータ経営研究所と
NTTデータが、（公財）日本自
動車輸送技術協会、インテムコン
サルティング、デロイト トーマ
ツ ファイナンシャルアドバイザ
リーと組んで受注している。
　さらに、ベトナムではJICA
（円借款）と民間との共同で、中

間層向けの住宅ローンや個人信用
保証制度をつくる協力が押し進め
られている。
　こうした政府（ODA）と民間
企業との連携による、制度設計を
含むパッケージ型の国際協力は、
第3次「ODA大綱=開発協力大
綱」に定められた“官民連携”の
新しいモデルでもある。

一味違う戦略

　一方、政府の「経済協力インフ
ラ輸出戦略会議」では、中国、韓
国などの激しい攻勢に対処して、
これまでとは一味違うインフラ輸
出戦略を押し進めるべく、ソフト
を重視した包括的な輸出戦略を検
討している。
　たとえば、東南アジア諸国連合
（ASEAN）への新たなアプロー
チでは、国土計画や都市計画の策
定や見直しを提案して、施設（イ
ンフラ）の運営から維持管理（メ
ンテナンス）を担う人材養成、そ
れに、関係する法制度の整備も支
援するとしている。つまり、政府
は単にインフラだけでなく、制度

設計、人材育成などを包括した総
合的なインフラ輸出戦略をもって、
日本の国際競争力を高めたい意向
のようだ。たとえば、首相官邸で
はすでに次世代の輸出戦略として
「アジア健康構想会議」を設けて、
日本方式の介護、施設、看護士教
育などの協力とともに、介護施設、
健康機材なども含む新たな輸出戦
略を企画している模様。
　ところが、一方ではこうしたイ
ンフラ輸出戦略に対して、日本の
制度ソフトなどを主役に立てて、
民間企業を絡ませる形で「ソフト
インフラ」として、新たな輸出戦
略に役立てられないか、という研
究が民間のシンクタンク（野村総
合研究所など）で始まっている。
　たとえば、「都市開発／町づく
り」などでも地方公共団体のみな
らず、不動産デベロッパー、建設
会社、設計会社、環境関連エンジ
ニア企業などの民間企業との連携
のあり方を模索中だ。農業協同組
合づくりでも、JAのみならず、
農機具メーカー、種苗企業、肥料
メーカー、農業資材メーカー、民
間金融機関などとの協力体制づく
りが大きなテーマになってくる。

外と内のマッチング

　しかし、筆者は本来、そうした
「ソフトインフラ」づくりは
ODAがリードすべきではないか
と言いたい。「郵便システムづく
り」、「都市づくり」、「農協づ
くり」、なかでも「教育・人材育
成」は制度移転や人づくり協力を
標榜するODA（JICA）の得意と
する分野であるはずだ。

　ただ、一口に教育といっても、
ODAでカバーする分野は多岐に
わたって複雑である。その領域は
学校教育のみならず、いろいろな
多くの職業分野や技術分野など産
業社会全般に及んでいる。しかし、
日本のODAでは高等教育に重点
を置き、どちらかというと職業教
育、産業教育などに弱い。また、
法体系、制度設計といった超ソフ
ト支援にも弱いと言ってよいだろ
う。その原因は、日本の国際協力
がオールジャパン体制になってい
ないからである。特に、ODAで
ありながら、行政を司る霞が関省
庁との連携が緊密ではない、と言
っても過言ではない。特に、実施
機関のJICAが独立行政法人にな
ってから、中央官庁との連携が弱
まったように思う。
　とにかく、外務省のみならず
JICAも外向き志向が常に強く、
国内と外国とを連動させて協力体
制を組む発想に乏しい。ODAは
外交の手段だと言っても外交は内
政の反映でもあるはずだ。だから、
ODA関係者はもっと内政、国内
事情に精通して、国内各地にある
技術、経営ノウハウ、日本的シス

テムを開発途上国のニーズと合致
させながら、日本のODAの質を
高めるべきであろう。
　現在、JICAは途上国市場を目
指して日本の地方再生に協力する
とともに、開発途上国の産業基盤
の育成に協力すべく、日本の中小
企業技術、経営ノウハウを開発途
上国に移転する「中小企業海外展
開支援」を実施して5年目を迎え
ている。今ではODAも地方に浸
透して、少しずつODAの役割が
理解されつつある。ODAが中小
企業との連携にとどまらず、もっ
と広く国内の技術、経営ノウハウ
とマッチングできれば、ODAの
質を高められるとともに、ODA
への全国的な理解と支持を高めら
れる可能性が大いにあると言いた
い。
　筆者も中小企業海外展開支援の
取材で地方を歩いてみて、いかに
ODA事業が地方に浸透していな
いかを知らされることが多い。も
う少し、広く国民各層に親しまれ
るODAにするには、もっと国民
に寄り添うような実施体制を探究
すべきであろう。そうしないと、
ODAの将来はない。
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「官民連携」が求められる
新たな「ソフトインフラ」部門



合い、一緒に提案していくような
組織になろうとしています。「国
内に根を張るJICAになる！」を
標語に、頑張っていきたいと思い
ます。
　また、建設業界の海外展開支援
も充実させていきたいと考えてい
ます。地方には、長らく高品質の
インフラ建設に取り組んできた中
堅・中小企業が多く存在していま
す。開発途上国において、質の高
いインフラ構築のための支援をき
っちりと実施していくためにも、
地方の中堅・中小建設企業にはよ
りODA事業に参加していただけ
るようにしていきたいと考えてい
ます。例えば、JICAでは入札に
あたり、過去の海外実績を重視し
ていましたが、施工実施能力をよ
り直接的に評価するような参入条
件の在り方を検討していきたいと
考えています。
―従来、ODAインフラ事業は、大
手ゼネコンが受注するものと思われ
ていました。この概念が変わり、地
方で活躍する企業にもどんどん活用
されていくことを、楽しみにしてい
ます。

力不足に直面する日本の課題解決
につながる可能性があります。
　何が持続的な成長を支えるのか
というと、それはビジネスではな
いでしょうか。例えば、トイレの
浄化槽が広がると環境改善に大き
く貢献しますが、ビジネスが成立
することで中小企業の利益が上が
り、浄化槽販売が進められれば、
時間とともに着実に普及されてい
くことが期待されます。北九州市
のシャボン玉石けん（株）は環境
負荷の少ない消火剤を開発しまし
たが、これを泥炭層の火災が多い
インドネシアに供給し、温暖化ガ
ス削減と環境破壊防止に貢献しよ
うとしています。

環境、物流などに大きな需要

―JICAは開発途上国の内部に入り
込み、政府機関との関係が強い。現
場での支援を通して新次元の協力も
可能です。
越川：私たちの案件化調査を活用
いただいた佐賀市の（株）炭化は
社員７人ですが、創意工夫と企業
努力で野菜や果物の鮮度を保ち、
遠隔地に運ぶシステムを開発し、
ベトナムに提供しています。現地
の農産物流に変革を与え得るもの
と思います。
　宮城県でシイタケ栽培を行う
（株）ヤッツコーポレーションは
インドの高地に進出しました。こ
こでは栽培に当たり、冬の燃料も
夏の冷房も不要で、リスクはある
が消費もある。シイタケの梱包作
業は貧困農業地域に新たな雇用を
創出するでしょう。このように無

限大の需要があり、支援
の可能性は点から線、面
になっていくと期待して
います。　

建設業の参入も促進

―日本貿易振興機構（ジ
ェトロ）とも相互乗り入れ
をし、オールジャパンで取
り組んでいます。
越川：かつては「この分野は自分
の権限領域で、他の機関の関与は
許さない」というような縦割り行
政が当たり前でしたが、今は違い
ます。
　JICAは、開発途上国への支援
という視点から、宝の山のような
中小企業の技術・製品を最大限活
用させていただき、その結果とし
て、中小企業の海外展開に貢献し
たいと思っております。そのため
には従来から中小企業を支援して
いるジェトロや中小企業基盤整備
機構との連携、さらに開発コンサ
ルタント、地方金融機関との有機
的な連携がとても大事になってき
ます。
　地方銀行・信用金庫については
37行がJICAと協力覚書を交わし
てくれました。さらに増える可能
性があります。地銀は地場の中小
企業を最もよく知っています。銀
行も本来の役割である融資をする
ことから一歩進んで、いかに地方
経済の再生に創造的に貢献するか、
求められる役割も変わりつつある
のではないでしょうか。
　JICAも出てきた書類を審査す
るだけではなく、中小企業と話し
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草創期から発展期へ

―JICAは2012年度から中小企業
海外展開支援事業を始め、採択企業
は603社に増えました。８月には制
度改善の提言も出されました。これ
までの歩みと今後の課題についてど
うお考えですか。
越川：事業は６年目になり、「草
創期」から「発展期」に入りまし
た。事業のニーズは国内にも、海
外にも顕在化しており、私たちの
支援制度も当初の予想よりはるか
に受け入れられたと思います。私
も全国22社の中小企業を訪問し、
事業への高い支持をいただきまし
た。その一方で、提出する書類が
多過ぎるなど、もっと使いやすい
制度を求める率直な意見もあり、
参考になりました。
　政府も地方創生戦略の中で中小
企業支援を強めており、タイミン
グが合致しました。かつては政府
開発援助（ODA）予算が数年で
倍増した時期もありましたが、
1990年代後半から公的債務が巨
大化する中、ODA予算が減って
も反論が出ず、国内事情と遊離し
た時代もありました。ですが、よ
うやくODAが国内の企業の本業
とつながるきっかけができました。

　北海道でお会いした支援先の農
業機械メーカーの社長は、「自社
が開発途上国の発展に貢献してい
ることで社員が誇りを持てる」と
語られ、ODAを身近に感じて下
さっていることを実感しました。

国境を越えるリスクを軽減

―技術力があっても海外に出られ
ない中小企業を支援する役割は大き
いです。
越川：以前は中小企業の支援に援
助の専門家から抵抗もありました。
援助はチャリティー的な様相が強
かったからです。しかし時代は変
わり、それだけでは開発途上国の
ニーズに応えきれなくなりました。
　過去30～40年の日本の援助は、
特に東南アジアにおいて成果を上
げました。日本企業が進出して工
場を建て、ODAで築いた基盤イ
ンフラと直接投資が相まって、こ
れらの国々は経済的に自立してい
きました。
　中小企業は以前、自動車など大
企業のサポーティング・インダス
トリーとして海外に進出しました。
その一方で、JICAの事業で対象
とさせていただいている企業は、
独自の製品やノウハウを有する
「一匹狼」的な企業です。しかし

ながら、単独で進出するのはリス
クも高い。そこでJICAが一緒に
国境の壁を越えましょう、という
のがこの事業の核心です。
　日本の大企業の海外進出にもこ
の事業が役立っています。マレー
シアでは愛知県の大洋商事（株）
がフロンガスの回収・再生事業を
しています。大気中に放出されて
いたフロンの回収・再生で温暖化
ガスの排出削減につながります。
また、同地に進出を予定している
大手の運輸業者などが現地で冷
蔵・冷凍輸送をするのにも役立ち
ます。このように、開発途上国の
経済発展に伴って必要となってく
る技術を中小企業が提供している
のです。

日本への労働力供給にも貢献

―JICAの前身は海外技術協力事業
団(OTCA) であり、本来の役割は技
術移転なのだと思います。
越川：企業が開発途上国に進出す
ることが最大の技術移転でもあり
ます。長期的に現地で日本式のサ
ービスや雇用を通じて技術移転が
行われると、労働力不足の日本国
内に秩序だった労働力移動が進む
かもしれません。開発途上国の利
益になるだけでなく、深刻な労働

無限に広がる中小企業の海外ニーズ
開発協力の中で現在、中小・中堅企業の優れた技術を開発途上国に提供し、相手国の経済発展に貢
献すると同時に、企業自身の活路を海外で開拓していくことが重要になっている。国際協力機構
（JICA）で中小企業等海外展開支援事業本部の本部長を務める越川和彦副理事長に事業の評価
や制度改善の課題などの展望を聞いた。（聞き手：本誌主幹・荒木 光弥）

越川 和彦氏

支援の展望1 発展期迎えた中小企業支援～経済活性化の鍵は


